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連結経営指標等 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第10期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しておらず、ま

た、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。  

３．従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、（外書）は臨時従業員の当第２四半期連結会計期間（年間）の平均

雇用者数であります。  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第２四半期連結
累計期間

第10期
第２四半期連結

会計期間
第９期

会計期間

自 平成20年
  12月１日 
至 平成21年 
  ５月31日

自 平成21年
  ３月１日 
至 平成21年 
  ５月31日

自 平成19年
  12月１日 
至 平成20年 
  11月30日

売上高 (千円) 3,420,317 1,714,518 6,735,574

経常利益 
又は経常損失（△）

(千円) △64,260 1,044 115,838

当期純利益又は 
四半期純損失（△）

(千円) △93,650 △42,329 53,282

純資産額 (千円) ― 1,104,260 1,225,447

総資産額 (千円) ― 2,518,970 2,751,466

１株当たり純資産額 (円) ― 42,635.04 47,360.13

１株当たり当期純利益 
又は四半期純損失（△）

(円) △3,625.09 △1,638.52 2,062.51

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 43.7 44.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 84,546 ― 32,671

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 7,049 ― △64,372

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △31,789 ― 190,236

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

千円) ― 926,919 867,113

従業員数 (名) ―
312

〔49〕
（28）

317
〔48〕
（41）



当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) １．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、（外書）は臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用者数

であります。 

  

 
(注) １．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、（外書）は臨時従業者の当第２四半期会計期間の平均雇用者数であ

ります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年５月31日現在

従業員数(名)
312

〔49〕 
（28）

(2) 提出会社の状況

平成21年５月31日現在

従業員数(名)
122

〔44〕 
（24）



当社グループは、主に人材派遣・業務請負を中心とした人材関連アウトソーシング事業を行ってお

り、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、記載しておりません。 

  

生産実績と同様の理由により、記載しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

総合人材アウトソーシング事業 1,115,056

パフォーマンス・コンサルティング事業 155,225

システム事業 375,827

モバイル・マーケティング事業 84,752

セグメント間の売上高消去 △16,344

合計 1,714,518

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

㈱もしもしホットライン 197,270 11.5

２ 【経営上の重要な契約等】



本項の全ての財務情報は、本書に記載している四半期連結財務諸表に基づいております。また、本項に

記載した将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

（１）経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間は、引き続き厳しい経済環境ではあるものの、一部製造業において減産緩和

の動きが広がるなど、景気悪化が徐々に下げ止まりつつあります。しかし、雇用環境は大幅な悪化を続け

ており、景気がこのまま回復に向かうかどうかについてはまだ予断を許さない状態にあります。 

 当社グループの主力事業が属する人材サービス業界においても、企業収益の悪化や雇用の過剰感を背景

に前四半期に大幅に落ち込んだ稼働率が回復しておりません。その結果、当第２四半期連結会計期間の売

上高は1,714,518千円、営業利益は9,700千円、経常利益は1,044千円となりました。経営環境の著しい変

化を受けて、一部繰延税金資産の取り崩しを行ったため、四半期純損失は42,329千円となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

  

①総合人材アウトソーシング事業 

 一部に下げ止まりの動きがあるものの企業収益全体では回復の見通しがたっておらず、有効求人倍率が

低下の一途をたどる等雇用の余剰が鮮明になり、人材派遣サービスの受注が低調に推移しました。また、

これに加え、顧客企業による直接雇用の流れもあり、当第２四半期連結会計期間の売上高は1,115,056千

円となりました。利益面においては、前四半期に引き続き採用拠点の縮小移転、将来のアウトソーシング

受託を見込んだ現場管理社員の増員を進め経費の削減を図りましたが、売上の減少には追いつかず、営業

利益は54,280千円となりました。 

②パフォーマンス・コンサルティング事業 

 当第２四半期連結会計期間は、大手金融機関の新卒社員研修を一括受託した他、前期に投入した新入社

員向け研修プログラムの売上が大幅に増加しました。その結果、売上高は155,225千円、営業利益は

33,477千円となりました。 

③システム事業 

 景況感の急激な悪化に伴って企業のシステム投資意欲が急速に減退しています。このため既存のシステ

ム開発案件契約の終了、中止、縮小、延期が相次ぎ、売上が大幅に減少しております。以上の結果、売上

高は375,827千円、営業損失は6,343千円となりました。 

④モバイル・マーケティング事業 

 大型調査案件の納品があったため、売上高は84,752千円、営業利益は30,829千円となりました。 

  

（２）財政状態の分析 

①資産 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末から232,496千円減少（8.4％減）し、

2,518,970千円となりました。これは、主に売上の減少に伴う売掛金の減少196,661千円と償却によるのれ

んの減少26,206千円並びにのれん等に係る繰延税金資産の減少16,813千円によるものであります。 

②負債 

 当第２四半期連結会計期間末の負債の残高は、前連結会計年度末から111,309千円減少（7.3％減）し、

1,414,709千円となりました。これは、主に買掛金の減少52,045千円と未払費用の減少74,841千円による

ものです。 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】



③純資産 

 当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末から121,186千円減少（9.9％減）し、

1,104,260千円となりました。これは、主に四半期純損失93,650千円と配当金28,417千円によるもので

す。この結果、自己資本比率は0.7ポイント低下して43.7％となりました。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末から23,191千

円増加し、926,919千円となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは8,398千円の収入となりました。主な調整項目は、仕入債務の減

少34,711千円、賞与引当金の増加25,476千円、売上債権の増加15,894千円、のれん償却費13,103千円、法

人税等の還付額12,646千円、たな卸資産の減少12,440千円です。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは6,612千円の収入となりました。これは、採用拠点集約に伴い敷

金及び保証金の回収による収入が12,166千円あったためであります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは8,180千円の収入となりました。これは、長期資金を確保すべく

社債の発行を行った結果、有利子負債が16,682千円の純増となったためであります。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。 

  

（５）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

  



当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

前連結会計年度末に重要な設備の新設、除却等についての計画はなく、また、当第２四半期連結会計

期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

 
  

  

 
(注) 単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,320

計 100,320

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年５月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年７月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,834 25,834

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュ
ー・マーケット―
「ヘラクレス」)

（注）

計 25,834 25,834 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年５月31日 ― 25,834 ― 584,730 ― 465,671



 
  

 
  

該当事項はありません。 

  

(5) 【大株主の状況】

平成21年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

浦上 壮平 東京都江東区 5,705 22.08

吉村 慎吾 東京都世田谷区 5,351 20.71

エスプール従業員持株会 東京都中央区日本橋2-15-3 1,171 4.53

佐藤 英朗 東京都江東区 1,084 4.20

石田 敦信 東京都新宿区 849 3.29

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 840 3.25

白石 徳生 東京都八王子市 820 3.17

中村 勝人 東京都足立区 773 2.99

山森 達也 東京都渋谷区 751 2.91

赤浦 徹 東京都港区 523 2.02

計 ― 17,867 69.15

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式25,834 25,834 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 25,834 ― ―

総株主の議決権 ― 25,834 ―

② 【自己株式等】



  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

   

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
12月

平成21年 
 １月

 
 ２月 ３月  ４月  ５月

最高(円) 35,200 32,000 29,500 30,850 31,800 32,900

最低(円) 25,000 26,810 21,000 23,900 24,800 27,000

３ 【役員の状況】



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年３月

１日から平成21年５月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成21年５月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けて

おります。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 926,919 867,113

売掛金 868,905 1,065,566

商品 480 3,610

仕掛品 5,770 425

その他 64,638 91,603

貸倒引当金 △4,759 △6,099

流動資産合計 1,861,955 2,022,218

固定資産   

有形固定資産 ※1  77,078 ※1  85,127

無形固定資産   

のれん 227,123 253,330

その他 32,252 35,451

無形固定資産合計 259,376 288,782

投資その他の資産   

その他 326,666 359,752

貸倒引当金 △6,106 △4,414

投資その他の資産合計 320,560 355,338

固定資産合計 657,014 729,247

資産合計 2,518,970 2,751,466

負債の部   

流動負債   

買掛金 71,993 124,039

短期借入金 340,000 500,000

1年内償還予定の社債 40,000 －

1年内返済予定の長期借入金 80,000 80,000

未払法人税等 13,693 13,148

賞与引当金 50,854 6,717

役員賞与引当金 － 6,300

その他 374,877 475,813

流動負債合計 971,419 1,206,019

固定負債   

社債 160,000 －

長期借入金 280,000 320,000

その他 3,290 －

固定負債合計 443,290 320,000

負債合計 1,414,709 1,526,019



(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年11月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 584,730 584,730

資本剰余金 465,671 465,671

利益剰余金 51,032 173,100

株主資本合計 1,101,433 1,223,501

少数株主持分 2,826 1,945

純資産合計 1,104,260 1,225,447

負債純資産合計 2,518,970 2,751,466



(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年５月31日) 

売上高 3,420,317

売上原価 2,533,377

売上総利益 886,940

販売費及び一般管理費 ※  937,847

営業損失（△） △50,907

営業外収益  

受取利息 478

法人税等還付加算金 359

その他 287

営業外収益合計 1,125

営業外費用  

支払利息 8,584

社債利息 681

持分法による投資損失 1,520

社債発行費償却 3,317

その他 374

営業外費用合計 14,477

経常損失（△） △64,260

特別損失  

固定資産除却損 2,408

特別損失合計 2,408

税金等調整前四半期純損失（△） △66,668

法人税、住民税及び事業税 10,197

法人税等調整額 15,903

法人税等合計 26,100

少数株主利益 881

四半期純損失（△） △93,650



【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

売上高 1,714,518

売上原価 1,232,717

売上総利益 481,800

販売費及び一般管理費 ※  472,099

営業利益 9,700

営業外収益  

法人税等還付加算金 359

その他 125

営業外収益合計 485

営業外費用  

支払利息 3,834

社債利息 681

持分法による投資損失 1,107

社債発行費償却 3,317

その他 201

営業外費用合計 9,141

経常利益 1,044

特別利益  

貸倒引当金戻入額 △510

特別利益合計 △510

特別損失  

固定資産除却損 2,408

特別損失合計 2,408

税金等調整前四半期純損失（△） △1,874

法人税、住民税及び事業税 6,229

法人税等調整額 33,069

法人税等合計 39,299

少数株主利益 1,155

四半期純損失（△） △42,329



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △66,668

減価償却費 19,992

のれん償却額 26,206

貸倒引当金の増減額（△は減少） 351

賞与引当金の増減額（△は減少） 44,136

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,300

固定資産除却損 2,408

受取利息及び受取配当金 △478

支払利息及び社債利息 9,265

持分法による投資損益（△は益） 1,520

売上債権の増減額（△は増加） 196,661

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,215

仕入債務の増減額（△は減少） △52,045

未払費用の増減額（△は減少） △74,841

その他 △5,262

小計 92,730

利息及び配当金の受取額 478

利息の支払額 △9,599

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 936

営業活動によるキャッシュ・フロー 84,546

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △1,811

無形固定資産の取得による支出 △5,138

敷金及び保証金の差入による支出 △3,670

敷金及び保証金の回収による収入 17,669

投資活動によるキャッシュ・フロー 7,049

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △160,000

長期借入金の返済による支出 △40,000

社債の発行による収入 196,682

リース債務の返済による支出 △345

配当金の支払額 △28,126

財務活動によるキャッシュ・フロー △31,789

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 59,806

現金及び現金同等物の期首残高 867,113

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  926,919



  

 
  

  

 
   

  

  

 
  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日 至 平成21年５月31日)

会計処理の原則及び手続の変更

(１)リース取引に関する会計基準の適用 

 当連結会計年度第１四半期連結会計期間から、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16

号）を早期に適用しております。 

 なお、この変更による当社グループの損益に与える影響は軽微であります。

(２)棚卸資産の評価に関する事項の変更 

 当連結会計年度第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会

平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）に変更しております。 

 なお、この変更による当社グループの損益に与える影響はありません。

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日 至 平成21年５月31日)

１ 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

２ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

税引前四半期純利益に重要な税務調整を加えた後の課税所得を基に未払法人税等を算出しております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降の経営環境等に著しい変化が生じてい

ると認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに、当該著

しい変化による影響を加味したものを使用する方法によっております。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年11月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   80,870千円

 ２ コミットメントライン契約 

当社は、機動的な資金調達を行うために取引金

融機関１行との間で、コミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく当第

２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

コミットメントラインの総額 100,000千円

借入実行残高 －千円

借入未実行残高 100,000千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   71,069千円

 ２ コミットメントライン契約 

当社は、機動的な資金調達を行うために取引金

融機関２行との間で、コミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

コミットメントラインの総額 200,000千円

借入実行残高 100,000千円

借入未実行残高 100,000千円



  

 
  

  

 
  

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日  
 至 平成21年５月31日)

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 73,690千円

給与手当 283,477千円

賞与引当金繰入額 36,608千円

雑給 56,485千円

法定福利費 53,863千円

地代家賃  102,330千円

減価償却費 18,359千円

のれん償却費 26,206千円

募集費 27,784千円

貸倒引当金繰入額 351千円

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年３月１日  
 至 平成21年５月31日)

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 38,345千円

給与手当 142,082千円

賞与引当金繰入額 18,290千円

雑給 26,580千円

法定福利費 27,021千円

地代家賃  52,235千円

減価償却費 9,278千円

のれん償却費 13,103千円

募集費 13,831千円

貸倒引当金繰入額 351千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日  
 至 平成21年５月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 926,919千円

現金及び現金同等物 926,919千円



当第２四半期連結会計期間末(平成21年５月31日)及び 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年５月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当社グループは、ストック・オプションを発行しておりませんので、該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 25,834

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月20日 
定時株主総会

普通株式 28,417 1,100 平成20年11月30日 平成21年２月23日 利益剰余金

(リース取引関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)



当第２四半期連結会計期間(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日) 

 
(注) １．事業の区分は、役務の種類・性質を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な業務 

(１)総合人材アウトソーシング事業・・・・・人材派遣、業務請負 

(２)パフォーマンス・コンサルティング事業・・・・・コンサルティング、教育研修 

(３)システム事業・・・・・システムコンサルティング、システム開発受託 

(４)モバイル・マーケティング事業・・・・・市場調査、販促企画 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年５月31日) 

 
(注) １．事業の区分は、役務の種類・性質を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な業務 

(１)総合人材アウトソーシング事業・・・・・人材派遣、業務請負 

(２)パフォーマンス・コンサルティング事業・・・・・コンサルティング、教育研修 

(３)システム事業・・・・・システムコンサルティング、システム開発受託 

(４)モバイル・マーケティング事業・・・・・市場調査、販促企画 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日) 

及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年５月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日) 

及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年５月31日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

総合人材ア
ウトソーシ
ング事業 
(千円)

パフォーマ
ンス・コン
サルティン
グ事業 
(千円)

システム
事業 

（千円）

モバイル・
マーケティ
ング事業 
(千円)

計 
  

(千円)

消去 
又は全社 

  
(千円)

連結 
  

(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

1,110,629 153,605 370,760 79,522 1,714,518 - 1,714,518

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

4,426 1,620 5,067 5,230 16,344 (16,344) -

計 1,115,056 155,225 375,827 84,752 1,730,862 (16,344) 1,714,518

営業利益 
又は営業損失（△）

54,280 33,477 △6,343 30,829 112,244 (102,543) 9,700

総合人材ア
ウトソーシ
ング事業 
(千円)

パフォーマ
ンス・コン
サルティン
グ事業 
(千円)

システム
事業 

（千円）

モバイル・
マーケティ
ング事業 
(千円)

計 
  

(千円)

消去 
又は全社 

  
(千円)

連結 
  

(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

2,271,599 189,549 870,486 88,681 3,420,317 - 3,420,317

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

5,860 2,420 11,008 5,230 24,519 (24,519) -

計 2,277,460 191,969 881,494 93,911 3,444,836 (24,519) 3,420,317

営業利益 
又は営業損失（△）

103,049 1,502 15,383 24,912 144,848 (195,756) △50,907

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年11月30日)

42,635円04銭 47,360円13銭

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年12月１日  
 至 平成21年５月31日)

 

１株当たり四半期純損失（△） △3,625円09銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円－銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため、また、１株当た
り四半期純損失のため記載しておりません。

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△93,650

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △93,650

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 25,834

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年３月１日  
 至 平成21年５月31日)

 

１株当たり四半期純損失（△） △1,638円52銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円－銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため、また、１株当た
り四半期純損失のため記載しておりません。

項目
当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△42,329

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △42,329

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 25,834



該当事項はありません。 

 

  

  

該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

２【その他】



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成21年７月10日

株式会社エスプール 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エスプールの平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年３月１日から平成21年５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成21

年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エスプール及び連結子会社の平成

21年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  新  井  達  哉  印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  田  尻  慶  太  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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